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要旨：低熱ポルトランドセメントを用いた低水セメント比の高強度コンクリートの凍結融解

抵抗性について，特に空気連行剤の働きに影響を与える練混ぜ水中のイオン強度に着目して

検討した。その結果，水セメント比 30％程度の高強度コンクリートでも，その空気量や凍結

融解試験の開始材齢によっては耐久性指数が大きく低下する可能性があること，練混ぜ水中

の Na+，K+などのイオン濃度を増加させることにより所定の空気量を導入するための空気連行

剤の使用量が変化し，凍結融解抵抗性も向上することが確認された。 
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1. はじめに 

流動性改善，温度ひびわれ防止などの観点か

ら，特に低水セメント比となる高強度コンクリ

ートの製造において低熱ポルトランドセメント

が使用される事例が多数報告されている。一般

に高強度コンクリートの凍結融解抵抗性は凍結

融解開始時の強度及び空気量に支配され，使用

する結合材の種類や養生条件によって凍結融解

抵抗性を確保するために必要な空気量が異なる

ことが知られている。また，低熱ポルトランド

セメントを使用した高強度コンクリートの場合

には，凍結融解抵抗性を確保するための空気量

が多くなるなどの報告 1)がある。これらは，低熱

ポルトランドセメントの特徴，即ちビーライト

含有量が高く初期強度発現性が低いことや，間

隙質量が少なく他の結合材を用いた場合と比べ

て高性能AE減水剤や空気連行剤の使用量が少な

くなることなどに起因するものと考えられる。 

本研究では，低熱ポルトランドセメント

を用いた W/C30％の高強度コンクリートに

おける，混和剤種類，空気量，試験開始時

の強度が凍結融解抵抗性に与える影響を

明らかにし，より少ない空気量で凍結融解

抵抗性を確保するための方法を検討した。

具体的には，空気連行剤の働きに影響を与える

練混ぜ水中のイオン強度に着目し，これを変化

させた場合に所定の空気量を導入するのに必要

な空気連行剤の使用量，気泡間隔係数並びに凍

結融解抵抗性を比較した。 

 

2. 実験概要 

 本研究では，低熱ポルトランドセメントを用

いた高強度コンクリートの凍結融解抵抗性を明

らかにするシリーズ 1，より少ない空気量で凍結

融解抵抗性を向上させるための検討を行うシリ

ーズ 2 の 2シリーズの実験を行った。 

2.1 低熱セメントを用いた高強度コンクリー

トの凍結融解抵抗性(シリーズ 1) 

(1)配合及び使用材料 

コンクリートの配合を表-1 に示す。W/C は 30%

で一定，目標スランプフローが 65±5cm の高流

動コンクリートとした。使用するセメントは低

*1 住友大阪セメント(株) セメント・コンクリート研究所 工修 (正会員) 
*2 住友大阪セメント(株) セメント・コンクリート研究所 工博 (正会員) 

W/C s/ａ Air 示方配合(kg/m3)

(%) (%) (%) W C S G

30 53 3.0 871(865) 796(790)

30 53 4.0 858 784

30 53 5.0 844(837) 771(765)

(カッコ内はOPCを用いた時の配合)

167 557

表-1　コンクリート配合
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熱ポルトランドセメント(LC)とし，混和剤には

銘柄の異なるポリカルボン酸系の高性能AE減水

剤 2 種類(PC-A,B)及びナフタレン系の高性能減

水剤(NS-A)を使用し，それぞれの混和剤が推奨

する空気連行剤の使用量を調整して，目標空気

量を 3,4,5%とした。また，比較用に普通ポルト

ランドセメント(OPC)も用いた。使用材料を表-2

に示す。 

(2)凍結融解試験 

表-3 に示す供試体に関して JSCE G501 に準じ

た凍結融解試験を実施した。但し，試験開始材

齢は 14，28，91 日の 3種類とし，試験開始時の

強度発現度の違いを考慮した。また，300 サイク

ル終了後も健全な供試体については相対動弾性

係数が 60%以下になるまで試験を継続し，最大

1000 サイクルまで実施した。 

 また，凍結融解試験を実施した供試体と同一

バッチのコンクリートでφ10×20cm の円柱供試

体を作製し，画像解析法により硬化体中の空気

量，気泡径分布及び気泡間隔係

数を算出した。測定は円柱供試

体の高さ方向の中心部から切り

出したφ10×1cm の供試体の表

裏 2 面で行い，平均化した。さ

らに，モルタル分の細孔量を水

銀圧入ポロシメータにより測定

し，細孔径 17.8～1000nm の細孔

量を凍結細孔量 1)として算出した。 

2.2 液相イオン強度の検討(シリーズ 2) 

(1)コンクリート予備試験 

W/C30，50%の 2 水準で空気連行剤の添加量を

変化させて空気量を測定した。W/C30%の配合は

シリーズ 1 と同一だが，混和剤の影響を極力小

さくするために混和剤添加量をLCと OPCともに

0.75(C×%)一定とした。また，W/C50%の配合は

減水剤を用いないプレーンコンクリートとした

ため単位水量が 190kg/m3 と多く，s/a は 48.5%

である。使用材料はシリーズ 1 と同一で，W/C50%

の配合に用いた空気連行剤は，PC-A に用いたも

のと同じとした。 

(2)モルタル液相分析 

 (1)のコンクリート配合から粗骨材を取り除

いたモルタルを練混ぜ，遠心分離機により液相

分を採取した。採取した液相を試料として Ca2+，

Na+，K+を ICP，SO4
2-をイオンクロマトグラフ，OH-

を中和滴定により定量した。 

LC
低熱ポルトランドセメント、密度3.23g/cm

3
、

ブレーン3300cm2/g、C2S=58%

OPC
普通ポルトランドセメント、密度3.15g/cm

3
、

ブレーン3350cm2/g

細骨材 S 野洲川産川砂、密度2.60g/cm
3
、F.M. 3.03

粗骨材 G 高槻産砕石、密度2.70g/cm3、F.M. 6.87
PC-A ポリカルボン酸エーテル系と架橋ポリマーの複合体
PC-B マレイン酸共重合物を主成分とするポリカルボン酸系
NS-A ナフタレンスルホン酸ホルマリン高縮合物塩

高性能
(AE)

減水剤

セメント

表-2　使用材料

種類
添加量
(C×%)

間隔係
数(μm)

空気量
(%)

LC 3 PC-A 1.00 0.001 3.0 14 65.8 0.031 8 41 422 2.2

28 79.3 0.025 24 121

91 96.4 0.019 97 780

PC-B 0.65 0.003 2.8 28 77.8 0.024 56 280 439 4.0

NS-A 0.85 0.008 2.9 28 76.4 0.015 19 95 494 3.0

4 PC-A 1.20 0.003 3.6 28 81.5 - 97 447 366 2.9

5 PC-A 1.05 0.011 5.6 14 50.4 0.035 100 1000 219 4.7

28 62.4 0.028 99 1000

OPC PC-A 2.15 0.004 3.1 79.8 0.026 100 1000 342 2.5

3 PC-B 1.40 0.006 3.2 80.8 0.026 96 462 330 2.1

NS-A 1.15 0.020 3.2 67.1 0.027 43 217 337 2.6

5 PC-A 2.15 0.019 5.2 67.9 0.022 100 1000 243 4.5

表-3　凍結融解試験結果

目標
Air(%)

混和剤 空気連行
剤添加量

(C×%)

耐久性
指数

(M:300)

60%低下
サイクル

数*2

硬化体気泡

*1　細孔径17.8～1000nmの細孔量、*2　相対動弾性係数が60%に低下した時のサイクル数

14

空気
量
(%)

開始
材齢
(日)

開始時
圧縮強度

(N/mm2)

凍結細

孔量*1

(cc/g)

セメ
ント
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 (3)コンクリート試験 

(2)の液相分析結果を基に試薬の NaOH，K2SO4

をそれぞれ所定量練混ぜ水に溶解させ，コンク

リート試験を実施した。配合はシリーズ 1 と同

一であり，試薬添加の影響によるスランプフロ

ー，空気量の変化を測定，その後，コンクリー

トのフレッシュ性状がシリーズ 1 と同一（スラ

ンプフロー65±5cm，空気量 3%）となるように，

高性能 AE 減水剤，空気連行剤の使用量を調整し

た。また，シリーズ 1 と同じく凍結融解試験，

気泡の測定も行った。 

 

3. 実験結果及び考察 

3.1 シリーズ 1 

ポリカルボン酸系の高性能 AE 減水剤 PC-A を

用いて，目標空気量を 3，4，5%，試験開始材齢

を 14，28，91 日とした場合の凍結融解試験結果

を図-1，2 に示す。空気量を 5%とした場合には，

試験開始材齢に関わらず1000サイクルまでに劣

化は認められず，極めて高い凍結融解抵抗性を

示した。一方，空気量 4%では，300 サイクルま

では健全であったが，約 450 サイクルで相対動

弾性係数は 60%まで劣化した。また，空気量 3%

では，試験開始材齢が 14 日及び 28 日では，そ

れぞれ約 40，120 サイクルで相対動弾性係数が

60％まで急激に劣化したが，開始材齢を 91 日と

すると 600 サイクル程度までは劣化はほとんど

見られず，約 780 サイクルで相対動弾性係数が

60%に低下した。 

混和剤をそれぞれポリカルボン酸系の PC-A,B，

ナフタレン系の NS-A，目標空気量 3％，試験開

始材齢28日とした場合の凍結融解試験結果を図

-3 に示す。何れの混和剤を用いた場合でも 300

サイクルにおける耐久性指数は60以下であった

が，ポリカルボン酸系の PC-A,B を比較すると,

表-3 に示すように両者の気泡間隔係数,凍結細

孔量はほぼ同等であるにも関わらず,相対動弾

性係数が 60％に低下したサイクル数はそれぞれ

120,280 と大きく異なった。この原因としては，

表-3に示す硬化体中の空気量及び図-4に示す気
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図-1　凍結融解試験結果（低熱セメント、PC-A、
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図3　凍結融解試験結果（低熱セメント、PC-A、

PC-B、NS-A、目標空気量3%、試験開始材齢28日）
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泡径分布が，使用する高性能(AE)減水剤及び空

気連行剤の組合わせに応じて異なり，凍結融解

作用に伴い発生する応力の緩衝効果が変化した

ことが一因と考えられる。 

また，比較用のOPCを用いて，目標空気量3％，

試験開始材齢14日とした場合の凍結融解試験結

果を図-5 に示す。同一の配合条件及び試験開始

材齢にも関わらず，相対動弾性係数が 60％に低

下するサイクル数はPC-Aで 1000サイクル以上，

PC-B で約 460 サイクル，NS-A では約 220 サイク

ルと大きく異なり，使用する混和剤の違いによ

る凍結融解抵抗性の優劣の差異がLCを用いた場

合よりもさらに顕著に見られた。これらの供試

体も気泡間隔係数及び凍結細孔量はほぼ同一で

あったが，NS-A のみ他の混和剤を用いた場合に

比べて 10N/mm2程度開始時の圧縮強度が小さい。

したがって，前述した気泡径分布の差異及び強

度差により，使用する混和剤間の凍結融解抵抗

性の違いがより顕著に現れたものと推測される。 

図-6 に気泡間隔係数と凍結融解抵抗性の関係

を示す。ここでは，凍結融解抵抗性の指標とし

て，相対動弾性係数が 60%に低下した時のサイク

ル数を用いた。本研究の強度範囲においても，

凍結融解抵抗性が急激に変化する気泡間隔係数

のしきい値が存在し，その値は 300～400μm 程

度であることがわかる。しかし，試験開始時の

圧縮強度が 100N/mm2近い場合には，気泡間隔係

数が 400μm 以上であっても 60％サイクル数が

780 とかなり高い凍結融解抵抗性を示すケース

も存在した。これは既往の文献 2)にもある通り，

硬化体の内部組織が十分に緻密なためだと考え

られる。図-7 に示す試験開始時の圧縮強度と凍

結融解抵抗性の関係においても，強度に関わら

ず高い凍結融解抵抗性を持つ領域とともに強度

に比例して凍結融解抵抗性が向上する領域が見

られた。この 2 つの領域を分ける主要因は気泡

間隔係数であり，前者は前述の気泡間隔係数の

しきい値以下，後者はしきい値以上であると解

釈できる。 

また，LC と OPC の比較では，気泡間隔係数及

び強度と凍結融解抵抗性の関係に違いは認めら

れず，気泡も含む硬化体としての物理的な性状

が同等であれば両者の凍結融解抵抗性には差が

ないと考えられる。しかし，LC を用いた場合に

は，第一にその強度発現性が OPC と大きく異な

る点を考慮する必要がある。ちなみに今回用い

た LC の場合では，材齢 28 日が OPC の材齢 14 日

にほぼ相当する。第二に本シリーズにおいては，

表-3に示すように3％程度の低空気量域でLCと

OPC の気泡間隔係数が大きく異なっていた。これ

は，両者の間隙質量の違いを主因とする，空気
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図-7　圧縮強度と60%サイクル数の関係
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連行剤も含めた混和剤の働きがセメント間で異

なるためだと考えられ，次節で詳しく検討を行

う。 
3.2 シリーズ 2 

コンクリート予備試験のフレッシュ性状を表

-4 に，LC と OPC の空気連行剤添加量と空気量の

関係を図-8に示す。LC と OPC の混和剤添加量を

同一にしたため，LC を用いた方がスランプは大

きい。空気連行剤添加量と空気量の関係を比較

する際にはこの影響を考慮する必要があるもの

の，図-8 に示すように W/C50%では両者はほぼ同

一の関係を示す一方，W/C30%では PC-A，NS-A を

用いた場合ともにLCの方が空気連行剤の添加に

伴う空気量の上昇が大きくなった。これは図-9

に示すモルタル液相中の各種イオン濃度及び式

(1)に示すイオン強度 I の LC と OPC 間の違いと

合致する。 

   I=1/2∑(Ci・Zi2)         (1) 

Ci：イオン i の濃度(mol/L) 

Zi：イオン i の電荷 

つまり，水セメント比に関わらず LC 液相中の

Na+，K+，SO4
2-，OH-濃度は OPC に比べて小さいが，

その差は水セメント比が小さいほど増大した。

したがって，低水セメント比においては，LC 液

相中のイオン強度が低いためにより気泡が生成

しやすいことを示している。そして，このこと

は比較的粗大な気泡も存在しやすくなることを

意味しており，特に 3%程度の比較的低空気量領

域において気泡間隔係数が大きくなる可能性を

示していると考えられる。 
各種試薬を練混ぜ水に溶解させることにより，

LC 液相中のイオン強度を変化させたコンクリー

トのフレッシュ性状及び凍結融解試験結果を表

-5 に示す。添加試薬の影響によりスランプフロ

ーは減少するため，高性能 AE 減水剤の添加量を

調整しスランプフロー65±5cm とした場合の空

気連行剤添加量と空気量の関係を図-10 に示す。

液相のイオン強度を増加させることにより，任

意の空気量を得るために必要な空気連行剤の添

加量が増加した。その結果，試薬無添加の場合

と比較して気泡間隔係数の減少はわずかだが，

図-11 に示すように凍結融解抵抗性は顕著に向

上した。このことは，液相イオン強度を増加さ

せることにより 3%程度の低空気量域における凍

結融解抵抗性を向上できる可能性を示している。

また，添加量がそれぞれ K2SO4 で 0.96(W×%)，
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図-8　空気連行剤添加量と空気量の関係(低熱、普通セメント、W/C30,50%、PC-A、NS-A)
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NaOHで 0.69(W×%)とした時の液相イオン強度は

等しいが，K2SO4 を用いた場合にはこの添加量で

は効果が見られなかった。したがって，今後は

イオン強度のみでなくイオンの種類に関する詳

細な検討が必要である。同時に，気泡間隔係数

には顕著な違いが見られずに凍結融解抵抗性が

向上した点については，試薬の添加による硬化

体の細孔量の変化,液相イオン強度の増加によ

る凝固点降下などの影響が考えられる。この点

についても今後検討していく必要がある。なお,

本研究において検討した試薬添加による液相イ

オン強度の調整により,コンクリート中のアル

カリ量は Na2O 当量で 0.6～1.2kg/m3増加した。

したがって,ASR に対しては危険側に作用するこ

とを考慮しなくてはならない。 

  

4. まとめ 

 低熱ポルトランドセメントを用いた W/C30%の

高強度コンクリートの凍結融解抵抗性について

検討した結果，以下の点が明らかになった。 

(1) 気泡間隔係数が 300～400μm をしきい値と

して凍結融解抵抗性と強度の関係は異なり，

気泡間隔係数が大きい場合には強度の増加

とともに凍結融解抵抗性が向上する。したが

って，3%程度の低空気量領域では試験開始材

齢の影響が顕著に現れる。 

(2) 低熱ポルトランドセメントを用いた場合，練

混ぜ時の液相イオン強度が比較的低いため

に 3%程度の低空気量域での気泡間隔係数が

普通ポルトランドセメントを用いた場合に

比べて大きくなる可能性がある。 

(3) 練混ぜ水中の液相イオン強度を増加させる

ことにより低熱ポルトランドセメントの凍

結融解抵抗性が向上する。 
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種類
添加量
(W×%)

間隔係
数(μm)

空気量
(%)

0.30 1.20 0.003 65.0 3.0 61.4 60 300 371 1.4

0.96 0.46 1.40 0.003 65.5 3.1 65.3 62 301 435 1.4

1.92 0.62 1.90 0.009 67.5 3.3 58.6 100 600以上 361 2.1

1.80 0.003 69.0 2.4 66.2 - - 413 1.4

1.70 0.011 67.3 3.8 61.3 100 600以上 340 1.5

*1　計算値、*2　材齢14日、*3　相対動弾性係数が60%に低下した時のサイクル数

-

K2SO4

NaOH 0.69

LC

0.46

60%低下
サイクル

数*3

硬化体気泡
表-5　凍結融解試験結果（液相イオン強度の影響)
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図-11　凍結融解試験結果（低熱セメント、PC-A、
試薬添加、試験開始材齢14日）
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